
平成２９年度第１回市川市幼児教育振興審議会 
 

日時：平成２９年７月２５日（火）午前１０時～ 

場所：市川市教育委員会 会議室 

  

 

 

次    第 

 

 

１ 会長及び副会長の選出 

 

２ 公立幼稚園について（報告） 

 （１）公立幼稚園を取り巻く現状について 

（２）公立幼稚園に関する今後のあり方（基本的方針）について 

 

３ 「市川版アプローチカリキュラム・スタートカリキュラム」の 

リーフレット作成について（報告） 

 

４ その他 

 

 

 

 

【 配付資料 】 

・次第 

・資料１ 市川市幼児教育振興審議会委員名簿 

・資料２ 市川市幼児教育振興審議会条例 

・資料３ 市川市幼児教育振興審議会の概要 

・資料４ 公立幼稚園を取り巻く状況 

・資料５ 公立幼稚園に関する今後のあり方（基本的方針）（平成２９年２月） 

・資料６ 「市川版アプローチカリキュラム・スタートカリキュラム」について 

 ・資料７ 浦安市幼・保・小連携 アプローチカリキュラム・スタートカリキュラム 



氏名 所属・役職名 初委嘱年月日

高尾
たかお

　公
きみや

矢
聖徳大学　教授

心理・福祉学部社会福祉学科長
平成22年5月13日

駒
こま　

　久美子
くみこ

和洋女子大学　准教授 平成28年4月8日

中村
なかむら

　よしお 市川市議会議員 平成27年6月4日

吉田
よしだ

　英生
ひでお

一般社団法人市川市医師会　理事 平成25年7月7日

緑
みどりや

谷　一樹
かずき

市川市私立幼稚園協会　会長 平成25年7月7日

松尾
まつお

　裕美
ひろみ 市川市私立幼稚園

ＰＴＡ連絡協議会　理事
平成29年7月7日

新任

桝田
ますだ

　美恵子
みえこ

市川市立塩焼幼稚園　園長
平成29年7月7日

新任

内山
うちやま

　利恵子
りえこ

市川市公立幼稚園　保護者
平成29年7月7日

新任

土
と

木
き

田
た

　邦男
くにお

市川市私立保育園　園長
平成29年7月7日

新任

松丸
まつまる

　奈津子
なつこ

市川市私立保育園　保護者
平成29年7月7日

新任

高野
たかの

　佳子
よしこ

市川市立新田第２保育園　園長
平成29年7月7日

新任

竹内
たけうち

　陽子
ようこ

市川市公立保育園　保護者
平成29年7月7日

新任

第
４
号

委
員

小学校又は義務教育学校
（前期課程に限る。）の

関係者
末廣
すえひろ

　治彦
はるひこ

市川市立平田小学校　校長 平成27年7月7日

第
３
号
委
員

保育園の関係者

市川市幼児教育振興審議会委員名簿
（任期：平成２９年７月７日～平成３１年７月６日)

区　分

第
１
号
委
員

学識経験のある者

第
２
号
委
員

幼稚園の関係者
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○市川市幼児教育振興審議会条例 

昭和50年３月31日条例第30号 

 

（設置） 

第１条 本市に地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、市川

市幼児教育振興審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（審議会の任務） 

第２条 審議会は、幼児教育の振興充実について市長又は教育委員会の諮問に応じ調査、審

議するとともに、その実施について建議することができる。 

（組織） 

第３条 審議会は、非常勤の委員13名で組織する。 

（委員） 

第４条 委員は、次に掲げる者につき、市長の意見を聴いて教育委員会が委嘱する。 

(１) 学識経験のある者 ４名 

(２) 幼稚園の関係者 ４名 

(３) 保育園の関係者 ４名 

(４) 小学校又は義務教育学校（前期課程に限る。）の関係者 １名 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

３ 前項の委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

一部改正〔平成28年条例10号〕 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長各１名を置き、委員の中から互選する。 

２ 会長は、会務を統理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議は、会長が招集し、議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

（審議会の事務） 

第７条 審議会の事務は、教育委員会事務局において所掌する。 

（報酬及び費用弁償） 

第８条 市は、委員に対し、市川市特別職の職員の給与及び報酬並びに旅費及び費用弁償に

関する条例（昭和31年条例第26号）の定めるところにより、報酬を支給し、及び職務を行

うための費用を弁償する。 

一部改正〔平成23年条例４号〕 

（審議会の運営その他必要な事項） 

第９条 前各条に定めるもののほか、審議会の運営その他必要な事項は、審議会が市長及び

教育委員会の同意を得て定める。 

附 則（抄） 

１ この条例は、昭和50年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月28日条例第４号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月16日条例第10号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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市川市幼児教育振興審議会の概要 

 

○ 設 置 市川市幼児教育振興審議会条例に基づき、昭和 50 年 4 月 1 日に設置 

 

○ 任 務 市川市の幼児教育の振興充実について、市長又は教育委員会の諮問に応じ、調査、

審議するとともに、その実施について建議する 

 

○ 委 員 非常勤の委員 13 名 

      （内訳）第１号委員 学識経験のある者 4 名 

          第２号委員 幼稚園の関係者  4 名 

          第３号委員 保育園の関係者  4 名 

          第４号委員 小学校又は義務教育学校（前期課程に限る。）の関係者 1 名 

 

○ 所管課 市川市教育委員会 生涯学習部 教育政策課 

 

○ 審議状況（平成２６年度～平成２８年度） 

年度 
（開催回数） 

主な内容 

平成 26 年度 
（2 回） 

○ 二俣幼稚園の休園方針について 
○ 子ども・子育て支援新制度における幼稚園の利用者負担額について 
○ 公立幼稚園の利用者負担額の設定について〔建議〕 
 
建議概要 

・公立幼稚園の利用者負担額（保育料）については、私立幼稚園の利用者負担

額と同額とすることが適当である。 
・なお、国の制度設計を踏まえ、公立幼稚園の利用者負担額の設定に伴い負担

が増加する保護者に対し、一定の激変緩和措置を検討されたい。 

平成 27 年度 
（1 回） 

○ 公立幼稚園について 

平成 28 年度 
（3 回） 

○ 公立幼稚園の今後のあり方に関する基本的方針の一部見直しについて 
〔諮問、答申〕

 
答申概要 

・幼児教育の質の向上の取り組みを強化するため、「公」の役割に人材育成機

能の役割を位置づけることが望ましい。 
・幼児期の教育にふさわしい環境を維持するため公立幼稚園の適正規模を定め

ることは必要である。 
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公立幼稚園を取り巻く状況 

 
１．市川市における３歳児～５歳児の児童数と就園状況 

 

 
※児童数は平成 19 年度は 4 月 1日、20・22 年度は 3 月 31 日、21 年度は 5月 1日、23 年度以降は 4 月 30 日現在 

※各園児等の割合は各年度 5月 1日現在 

 

２．公立幼稚園の施設・園児数一覧 

 

名称 
建築 

年度 
築年数 

園児数（人） 
備考 

４歳 ５歳 計 

二俣幼稚園 昭和 53 39 ― ― ― 平成 28 年 4 月 1日から休園

信篤幼稚園 昭和 54 38 37 52 89 

大洲幼稚園 昭和 49 43 50 56 106 基幹園 

南行徳幼稚園 昭和 55 37 77 98 175 基幹園 

百合台幼稚園 昭和 57 35 27 45 72 基幹園 

新浜幼稚園 昭和 60 32 51 63 114 

塩焼幼稚園 平成 3 26 94 95 189 

合計     336 409 745   

※築年数は平成 29 年度時点 

※園児数は平成 29 年 5月 1 日現在 

３．市内幼稚園設置図 
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大洲幼稚園 

百合台幼稚園 

二俣幼稚園 

信篤幼稚園 

塩焼幼稚園 

新浜幼稚園 

南行徳 

幼稚園 

(⼈) (％) 

● 市立幼稚園 

 私立幼稚園 

平成 



 

 

◎公立幼稚園に関する今後のあり方（基本的方針） 

 

平成２９年２月 教育委員会 

○当面、北部・中部・南部の 3 園を基幹園として残し、「公」の役割を果たす 

〈基幹園 3 園〉 百合台・大洲・南行徳幼稚園 

①特別支援教育（特別支援学級） 

②教育機会の確保 

③幼児教育の研究           公の役割 

④子育て支援施策（相談） 

   ⑤人材育成機能 

 

○その他の園については、廃園可能となった園から順次、廃園を検討していく 

・基幹園を除く公立幼稚園については、今後の就園状況や私立幼稚園を含めた地域の実情、

バランス、周辺幼稚園の受け入れ可能状況等を配慮しながら、廃園可能な園から順次廃

園を検討していく。 

・私立幼稚園による幼児教育の推進を図る。 

 

○幼児期の教育にふさわしい環境を維持するため、公立幼稚園の１学級あたりの人数は 

おおむね２０人～３５人を適正規模とする。 

・同学年の学級は、2 学級（複数学級）あることが望ましいと考える。 

・適正規模を下回り、以後の園児数の増が見込まれないなど休廃園を検討する場合には、

保護者の幼稚園選択に支障が出ないように配慮する。 

・上記の対応の過程で単学年となる場合は、近隣園等と連携し異年齢児交流を積極的に行

うなど、教育環境の著しい低下を招かないよう配慮する。 

・基幹園において適正規模を下回る場合は、公の役割を果たすことを前提として取り扱う。
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平成２９年７月２５日 

 

「市川版アプローチカリキュラム・スタートカリキュラム」について 

 

市川市教育委員会 指導課 

1 目 的  

・次期幼稚園教育要領においては、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を明確化するとともに、次期小

学校学習指導要領においては、小学校入学当初における生活科を中心とした「スタートカリキュラム」を充

実するなど、幼小の円滑な接続がさらに重要視されている。 
・これを踏まえ、各幼稚園や各保育園と各小学校とが、さらなる連携推進を図ることができるよう、本市の特

色も生かした「市川版アプローチカリキュラム・スタートカリキュラム」のモデルを構築する。 

 

２ 取組の内容 

・幼稚園、保育園、小学校、学識経験者及び教育委員会等で構成する「カリキュラム検討委員会」を立ち上げ

るとともに、市内の公立幼稚園及び公立小学校を中心に、近隣の私立幼稚園や保育園等を加えた「モデル地

域」において研究を進め、各幼稚園・各保育園におけるアプローチカリキュラムや各小学校におけるスター

トカリキュラムの編成の参考となる「リーフレット」を作成する。 

・幼児期の教育から小学校教育へスムーズな接続ができるようにすることを目指したカリキュラム編成を行う。 

また、保護者へ幼児期から小学校への育ちと学びについてリーフレット等で啓発していく。 

３ 組 織 

（１）カリキュラム検討委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）作業部会 

 

 

 

 

 

（３）モデル地域（園・学校） 

  ☆ 行徳地域    市川市立行徳保育園・市川市立新浜幼稚園・市川市立新浜小学校 

４ カリキュラム作成等 短期スケジュール 

平成２９年８月 ・カリキュラム（案）（リーフレット）完成 

１０月～ 

平成３０年３月 

・モデル園実践実施     

・新浜小学校入学保護者へリーフレット配布 

・検証・改善 

平成３０年４月～５月 ・モデル校実践実施    検証・改善  

平成３０年９月～１０月 ・各学校、園へリーフレット配布・ 実施 

磯部 頼子 ベネッセ教育総合研究所顧問 

緑谷 一樹 私立幼稚園協会会長   （みどり幼稚園長） 

桝田 美恵子 公立幼稚園園長会会長  （塩焼幼稚園長） 

芝田 康雄 私立保育園代表     （東和福祉会理事長） 

中島 理恵子 公立保育園代表     （中国分保育園長） 

渡邉 晴美 公立小学校代表     （菅野小学校長） 

剱持 隆子 市川市立行徳保育園長  （協力モデル園） 

池谷 佳子 市川市立新浜幼稚園長  （協力モデル園） 

椎名 美幸 市川市立新浜小学校教頭 （協力モデル校） 

  桝田 美恵子 市川市立塩焼幼稚園長  （幼小連携推進園） 

山田 和子 市川市立塩焼小学校   （幼小連携推進校） 

蓮尾 剛史 市川市立百合台幼稚園長 （幼小連携推進園） 
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５ 平成２９年度「市川版アプ・スタカリキュラム」（案）検討委員会及び 

ワーキングスケジュール 

 

月 日 作 業 部 会 
カリキュラム 

検討委員会 

平成２９年 

７月１０日（月） 

新浜幼稚園 

１５：３０～ 

１６：３０ 

 

 

 

 

 

☆カリキュラム検討委員

会の開催 ① 

・接続期カリキュラムの検

討会について 

 

 

 

 

 

７月３１日（月） 

８月１０日（木） 

８月２４日（木） 

○接続期のカリキュラム素案づくり 

・市川市が目指す子ども像及び「育てたい力」、 

幼保小接続期の学びに向かう力の検討 

（特色・柱立て） 

・幼稚園教育要領、学習指導要領、保育指針の改訂の

ポイント、方向性の共通理解 

・アプローチ開始時期、スタート終了時期について 

・カリキュラムの体裁 

・カリキュラムに交流連携計画、環境構成や援助、家

庭との連携、特別支援等の位置づけをどのようにす

るか。 

・関連事例の有無や幼小のつながりを示す欄の設定や

紹介等について 

・アプ、スタカリキュラムまとめ、作成、完成 

 

未定 

９月２０日（水） 

南行徳幼稚園 

*磯部先生来園 

日 

○カリキュラムの修正 ☆カリキュラム検討委員

会の開催 ② 

・協議 

・完成版の確認 

１０月 ～ 

平成３０年３月 

○モデル園実践実施    

○新浜小学校入学保護者へリーフレット配布 

○検証・改善 

 

 

平成３０年４月 

～５月 

○モデル校実践実施    

○検証・改善  

 

 

平成３０年 

９月～１０月 

○各学校、園へリーフレット配布（メール）・ 実施 

○各学校、園保護者へリーフレット配布 

（ホームページ掲載） 
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